
四万十町一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（初任給調整手当） （初任給調整手当） 

第12条 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当該各号に定める額を超え

ない範囲内の額を、第１号及び第２号に掲げる職に係る者にあっては採用の日から30

年以内、第３号に掲げる職に係る者にあっては採用の日から５年以内の期間、採用の

日（第１号及び第２号に掲げる職に係る者にあっては、採用後規則で定める期間を経

過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。 

第12条 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当該各号に掲げる額を超え

ない範囲内の額を、第１号及び第２号に掲げる職に係る者にあっては採用の日から30

年以内、第３号に掲げる職に係る者にあっては採用の日から５年以内の期間、採用の

日（第１号及び第２号に掲げる職に係る者にあっては、採用後規則で定める期間を経

過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給す

る。 

(１) 医療職給料表(１)の適用を受ける職員の職のうち採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で規則で定めるもの 月額413,800円 

(１) 医療職給料表(１)の適用を受ける職員の職のうち採用による欠員の補充が困難

であると認められる職で規則で定めるもの 月額413,300円 

(２) 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が

困難であると認められる職（前号に掲げる職を除く。）で規則で定めるもの 月額

50,600円 

(２) 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が

困難であると認められる職（前号に掲げる職を除く。）で規則で定めるもの 月額

67,300円 

(３) （略） (３) （略） 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（扶養手当） （扶養手当） 

第13条 （略）  第13条 （略）  

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその職員の扶養

を受けているものをいう。 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその職員の扶養

を受けているものをいう。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子 (２) 満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子及び孫 

(３) 満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある孫  

(４) （略） (３) （略） 



改正後 改正前 

(５) （略） (４) （略） 

(６) （略） (５) （略） 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶

養親族については１人につき6,500円、同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養

親族たる子」という。）については１人につき１万円とする。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族については13,000円、同項第２

号から第５号までの扶養親族（次条において「扶養親族たる子、父母等」という。）

については１人につき6,500円（職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち１人

については11,000円）とする。 

４ （略） 

 

４ （略） 

 

第14条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のいずれかに

掲げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨を任命権者に届け出

なければならない。 

第14条 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のいずれかに

該当する事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨（新たに職員とな

った者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に該当する事実が生じた場合におい

て、その職員に配偶者がないときは、その旨を含む。）を任命権者に届け出なければ

ならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２

項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満22歳に達した日以後の最初の３

月31日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

(２) 扶養親族たる要件を欠くに至った場合（前条第２項第２号又は第４号に該当す

る扶養親族が、満22歳に達した日以後の最初の３月31日の経過により、扶養親族た

る要件を欠くに至った場合を除く。） 

 (３) 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合（前号に

該当する場合を除く。） 

 (４) 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第１号に

該当する場合を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においてはその者

が職員となった日、職員に扶養親族で前項の規定による届出に係るものがない場合に

おいてその職員に同項第１号に掲げる事実が生じたときは、その事実が生じた日の属

する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始

し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合においてはそれぞれその

者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定に

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においてはその者

が職員となった日、扶養親族がない職員に前項第１号に掲げる事実が生じた場合にお

いては、その事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡

した場合においてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けてい

る職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るもののすべてが扶養親族たる要件を



改正後 改正前 

よる届出に係るものの全てが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においてはその事

実が生じた日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の

前月）をもって終わる。ただし、扶養手当の支給の開始については、同項の規定によ

る届出が、これに係る事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、その

届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属す

る月）から行うものとする。 

欠くに至った場合においてはその事実が生じた日の属する月（これらの日が月の初日

であるときは、その日の属する月の前月）をもって終わる。ただし、扶養手当の支給

の開始については、同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から15日を

経過した後になされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月

の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その事実

が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）

からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号に掲げる事実が生じた場

合における扶養手当の支給額の改定について準用する。 

３ 扶養手当は、これを受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場

合、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るものの一部

が扶養親族たる要件を欠くに至った場合、扶養手当を受けている職員について同項第

３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合又は職員の扶養親族たる子で同項の規

定による届出に係るもののうち特定期間にある子でなかった者が特定期間にある子と

なった場合においては、これらの事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月

の初日であるときは、その日の属する月）から支給額を改定する。前項ただし書の規

定は、扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場合にお

ける扶養手当の支給額の改定（扶養親族たる子、父母等で同項の規定による届出に係

るものがある職員で配偶者のないものが扶養親族たる配偶者を有するに至った場合に

おける当該扶養親族たる子、父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）及び扶

養手当を受けている職員のうち扶養親族たる子、父母等で同項の規定による届出に係

るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる子、父

母等に係る扶養手当の支給額の改定について準用する。 

(１) 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場合  

(２) 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出に係るものの

一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合 

 

(３) 職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののうち特定期間に

ある子でなかつた者が特定期間にある子となった場合 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第31条 （略）  第31条 （略）  

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては100分の

122.5、12月に支給する場合においては100分の137.5を乗じて得た額に、基準日以前

６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては100分の120、

12月に支給する場合においては100分の135を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の122.5」とある

のは「100分の65」と、「100分の137.5」とあるのは「100分の80」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の120」とあるの

は「100分の64」と、「100分の135」とあるのは「100分の73.5」とする。 

４～７ （略） 

 

４～７ （略） 

 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第34条 （略）  第34条 （略）  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準に従って定める

割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号

に掲げる額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準に従って定める

割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号

に掲げる額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）におい

て受けるべき扶養手当の月額を加算した額に100分の85を乗じて得た額の総額 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）におい

て受けるべき扶養手当の月額を加算した額に100分の75を乗じて得た額の総額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額に100分の40

を乗じて得た額の総額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎額に100分の

37.5を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

別表第１ 別表第２ （略） 


